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取り組みの強化のポイント　【林業分野　１／３】

○令和６年「原木生産量」は、原木需要の減少や原木生産に携わる労働力が増加する再造林に向けられたことなどから69.2万㎥となり目標の78.0万㎥を下回った。令
和７年は前年度並みで目標を下回る見込み。［図１］
○令和５年「製材品出荷量」は、輸入材の調達不安から、国産材の需要が継続したことにより増加。令和５年「木材・木製品製造業出荷額等」は製品価格が低下した
ものの製材品出荷量が増加したことから245億円となり、目標の228億円を上回った。令和6年、令和7年は、物価高騰の影響等による住宅需要の減少や製品価格の下
落から「木材・木製品製造業出荷額等」　、「製材品出荷量」ともに目標を下回る見込み。［図２、３］
○今後は、製材工場の加工力強化を図ることで県内の原木需要の拡大に取り組む。

◆分野を代表する目標の達成見込み

◆分野を代表する目標：原木生産量、木材・木製品製造業出荷額等

R4
(出発点) R5 R6 R7 R9

目　標 77.0 79.6 78.0 80.3 85.0

実　績 73.6 70.8 69.2 － －

達成度 B B B － －

原木生産量 単位：万㎥ 単位：億円木材・木製品製造業出荷額等

指標 進捗状況の基準
S 数値目標の達成率 110％以上
A 数値目標の達成率 100％以上110％未満
B 数値目標の達成率   85％以上100%未満
C 数値目標の達成率   70％以上  85%未満
D 数値目標の達成率 　70％未満
ー 達成度の判断が困難なもの

R4年には、木材価格が一定高い水準を維持したことより原木生産量が73.6万㎥まで拡大したが、R5年
以降、原木需要の減少に伴い70万㎥前後で推移。

R5年の出荷額は、前年のウッドショックと呼ばれる輸入材の減少に伴う国産材の需要増、
価格高騰の反動で単価が下がったものの、製材品出荷量の増加により245億円となった。

（億円）
R7年目標：227億円
R9.7月公表予定

　※R元以前は個人経営を含み、R2以降は個人経営を含まない（国統計の調査方法の変更による）

［図２］木材・木製品製造業出荷額等の推移

［図４］　林業就業者数の推移

※

※

（目標値）

R3
(出発点) R4 R5 R6 R7 R9

目　標 218 224 228 223 227 255

実　績 249 266 245 215 － －

達成度 S S A － － －
推計値

（R8年7月公表予定）

R3
(出発点) R4 R5 R6 R7 R9

目　標 － － － － 21.8 25.9

実　績 21.8 20.8 22.3 19.7 － －

達成度 － － － － － －

単位：万㎥製材品出荷量

推計値
（R8年6月公表予定）

（万m3） ［図１］原木生産量の推移 R7年目標：80.3万㎥
R8.8月公表予定

（目標値）
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（歳）

R7年度目標：1,690人
R9.3月公表予定

各種相談会の開催や就業希望者への相談対応、林業大学校での研修実施などにより新規就業者の確保に
つなげ、林業就業者数を維持。

※

R5年の製材品出荷量は、輸入材の調達不安から国産材の需要が継続したことにより
増加。

［図３］製材品出荷量の推移
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（１）林業適地への集中投資
　＜令和７年度下半期の取り組み＞
　　①森の工場のモデル地区における皆伐の促進にもつながる
　　　低コスト造林等の実証を支援
　＜令和８年度の取り組み＞
　　①搬出間伐から皆伐への施業の展開に向け、皆伐の技術力
　　　向上に取り組む事業者への支援の強化
　　①さらなる施業地の集約化に向けて、先進的かつ効率的な
　　　手法による集約化の実践などの取組を支援
　

（２）林業収支のプラス転換
　＜令和７年度下半期の取り組み＞
　　①生産性向上に向けた高性能林業機械の導入への支援や
　　　先端林業機械の普及
　　②各林業事務所に設置した増産・再造林推進協議会を
　　　通じて、林地残材の効率的な運搬方法等の普及啓発
　＜令和８年度の取り組み＞
　　①生産性向上に向けた高性能林業機械への支援強化
　　①研修実施など技術力向上や多能工化につなげる取組支援
　　②林地残材の利用拡大に向け、林地残材の集荷事業者へ
　　　の支援の強化

取り組みの強化の方向性　【林業分野　２／３】
課題 強化の方向性

ポイント１

令和７年度上半期の進捗状況

（１）林業適地への集中投資 
　　⇒森の工場の原木生産量
　　　　20.7万㎥（R7目標）→ 4.7万㎥（R7.4～9月）
　　⇒民有林の再造林面積
　　　　552ha（R7目標）→ 193ha（R7.4～9月）
　①林業適地の拡大・ 新たな森の工場の拡大
　  ・　森の工場モデル地区の選定と低コスト造林等の実証着手
 　　 　モデル事業地の選定（9月末:2箇所(２箇所計画中)）
　　　⇒森の工場の承認面積 
　　　　累計94,141ha(R7目標)→92,553ha（9月末）

（２）林業収支のプラス転換 
　①新たな森の工場等における生産性の向上につながるイノベー
　　ションの推進 
　　・　高性能林業機械等の導入支援（9月末:10台）
　　・　先端林業機械の実証（9月末:１箇所）
　②林地残材の利用拡大 
 　 ・　林地残材の搬出機械の導入支援（9月末:２台）
　　　⇒林地残材の搬出支援
　　　　30千トン(R7目標)→13千トン（9月末）

（１）林業適地への集中投資
  ①森の工場の事業者の多くが間伐中心であり、更なる生産量
　　の拡大には皆伐への展開が必要
　①モデル事業の横展開を進め、作業の効率化につなげていくた
　　めには、集約化を推進していくことが必要

（２）林業収支のプラス転換
　①能力の高い林業機械の更なる活用とあわせて、林業機械の
　　稼働率を上げるための現場従業員の技術力向上や多能工
　　化が必要
　②林地残材の利用を拡大させるため、林業事業体以外で林地
　　残材を集荷する事業者の取扱量を拡大していくことが必要

　　　原木生産量の拡大に向けた体制強化

　

　
　

（３）大径材の利用促進
　①大径材利用戦略の更新
　　・　戦略ワーキングの設置・開催（7月:1回）
　　・　追加調査　素材生産事業者実態調査（7月:61者）など
　　・　調査結果中間取りまとめ（9月）
　②加工能力の引き上げと加工技術の普及
　　・　大径材加工施設の整備（1者）
　③製品の付加価値の向上
　　・　枠組壁工法構造用製材(4×材)の品質性能に関する研究
　　　　　予備乾燥、品質試験(6～7月)　製造工程調査(8月～)

（４）需要に応じた製材品の供給体制の整備
 　⇒県産製材品の出荷量
　　 　156千m3（R7目標）→76千m3(R7.1～7月推計)
　①川上・川中・川下間の連携の強化
　　・　個別物件についてマッチングの実施　（4～9月:4件）
　②製材工場の環境整備
　　・　若者所得向上検討チーム会（4～9月:4回）
　　・　製材事業体安全指導　(4者)

　

（３）大径材の利用促進
　①増加する大径材を効率的に加工するための製材加工能力の
　　強化が必要
　②景気（市況）の影響が少ない製品やマーケットでの販路開拓
　　が必要
　③大径材から製材された製品の、品質に関する不安感を取り除く
　　ことが必要

（４）需要に応じた製材品の供給体制の整備
　①川上・川中・川下が連携して製材品を供給する案件（建築
　　物）の掘り起こしが必要
　②労働負荷の高い作業があることや休日が少ないことなどから
　　従業員が確保できず、稼働率が低下し収益が減少する事例
　　がある

ポイント2　
（３）大径材の利用促進
　　＜令和７年度下半期の取り組み＞
　　　①調査結果の分析を元に、山から大径材を安全で効率的に
　　　　 生産するための視点を加えて戦略を更新
　　　②加工施設の整備や加工技術向上のための研修開催
　　　③大径材を利用した製品の性能試験を実施
　　＜令和８年度の取り組み＞
　　　①②製材工場の加工力強化の検討
　　　

　
（４）需要に応じた製材品の供給体制の整備
　　＜令和７年度下半期の取り組み＞
　　　①コーディネーターによるマッチングの継続実施
　　 ＜令和８年度の取り組み＞
　　　②省力化のための設備投資への支援強化
　　　②作業工程のマニュアル化など従業員のスキルアップや労働
　　　　 環境の改善に資する取組の支援
　　　　

　　　高品質な製材品等の供給体制の強化
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取り組みの強化の方向性　【林業分野　３／３】
課題 強化の方向性令和７年度上半期の進捗状況

（５）環境に配慮した新たな木材流通の促進
　①土佐材認証制度の構築とシステム開発
　　・認証制度構築関係者打合せ（4～8月:8回）
　　・土佐材認証制度構築委員会開催（8月:1回）
　　・制度構築・システム開発の委託先との協議(5月,9月:2回)

（６）非住宅建築物等への木材利用の拡大
 　⇒県内における非住宅木造建築物の棟数
　  　　113棟（R7目標）→　54棟（R7.1～7月）
　①高知県環境不動産やCLTを使用した建築の促進
　　・環境不動産認定基準（環境性能の評価）の拡充(5月)
　　・2号物件の事前確認（6月）
　　・CLTを使用した建築のPRや技術支援（5月:1回51人）        
　②非住宅木造建築に取り組む土佐材パートナー企業の開拓
　　・訪問・意見交換（7月末:25回19社）
　③海外への販売促進
　　・タイでの展示会出展や市場調査など販売活動の支援(8月)

（５）環境に配慮した新たな木材流通の促進
　①認証制度運営機関の体制及び第三者機関による審査や認　　
　　証プロセスの信頼性と、事業者が参加しやすい制度の構築
　　及びPRが必要。

　
（６）非住宅建築物等への木材利用の拡大
　①鉄筋コンクリート（最長50年）に比較して、木造建築（最
　　長24年）は耐用年数が短いため、木造を敬遠される一因と
　　なっている。
　②新規パートナー企業の掘り起こしや取引が低調なパートナー
　　企業への営業活動の強化が必要
　②友好・姉妹都市関係にある都市部の自治体及び、設計会
　　社、ゼネコン等関係者へのアプローチの継続が必要。

　　　　　　　　　　
（７）ターゲットマーケティングによる取組の強化
　＜令和７年度下半期の取り組み＞
  ①②県外の移住相談イベントに参加し、情報発信や相談対応
　＜令和８年度の取り組み＞
　①②林業の魅力を発信するコンテンツを強化

（８）高度な技術を有する人材の育成
＜令和７年度下半期の取り組み＞
　①入校生確保に向けたオープンキャンパスの開催
　＜令和８年度の取り組み＞
　①農業高校や普通高校への個別訪問や出前授業の継続
　①研修生への支援制度の充実やオープンキャンパスへの参加
　　促進に向けた取組の実施

（９）魅力ある職場づくりの推進　
　＜令和７年度下半期の取り組み＞
　①②労働環境改善やスマート林業の取組支援
　＜令和８年度の取り組み＞
　①(再掲)生産性向上に向けた高性能林業機械への支援強化
　①(再掲)研修実施など技術力向上や多能工化につなげる取
　　　　　　　組支援
　①若者の所得向上など労働条件の改善に向けて、林業分野
     の先進的な取組を学ぶセミナーの開催

ポイント４
（７）ターゲットマーケティングによる取組の強化
　①若者等をターゲットにした就業相談への対応
　　・「こうちフォレストスクール」の開催（6～9月:8回57人）
　②移住希望者等の幅広いターゲットに向けた情報発信の実施
　　・趣味専門の媒体を活用した情報発信
　　　　記事掲載:発行部数3万部、動画配信:約2.5万回再生

（８）高度な技術を有する人材の育成
　①林業大学校における人材の育成
　　・高校生等を対象としたオープンキャンパス
　　　（8月:1回26人（うち女性7人））
　　・出前授業の開催 (5～9月:5回113人(うち女性31人))

（９）魅力ある職場づくりの推進　
　⇒労働環境改善に取り組む林業事業体数（R5～R7）
　　　35事業体（R7目標）⇒　27事業体（9月末）
　①林業経営や労働環境の改善に係る取組の推進　
　　・若者所得向上検討チーム会（4～9月:4回）
　　・事業者の労働環境改善の取組支援(4～9月:12社)
　②スマート林業の推進　　
　　・林業現場での実践に向けた個別支援(5～9月:6回4社)

（７）ターゲットマーケティングによる取組の強化
　①②「こうちフォレストスクール」の参加者は昨年度より増加した
　　ものの、新規就業者の確保に向けて更に増加させていくための
　　取組が必要
　　　R6:50人(うち女性22人) → R7:57人(うち女性14人) 

 
（８）高度な技術を有する人材の育成
　①他産業との競合が激しくなる中で入校者を確保するためには、
　　林業大学校の情報発信を強化するともに、オープンキャンパス
　　への参加者の増加が必要

（９）魅力ある職場づくりの推進　
　①生産性の向上を進めるとともに、得られた利益を所得向上に
     つなげるための取組の推進が必要
  ②スマート機器の導入が進む中、現場での実際の活用時に
     生じる疑問や課題へのサポートニーズが高まっているため、
　　 引き続き、研修会や個別支援等の実施が必要

　　　若者や女性などを意識した取組を更に拡大

ポイント３

（５）環境に配慮した新たな木材流通の促進
　 ＜令和７年度下半期の取り組み＞
　　①土佐材認証制度の構築とシステム開発
   ＜令和８年度の取り組み＞
    ①制度の試験運用とPRを実施するとともにシステムを強化　

（６）非住宅建築物等への木材利用の拡大
　　＜令和７年度下半期の取り組み＞
　　①実物件を活用した研修会の開催など環境不動産認定制度
　　　のPRの強化
　　②TOSAZAIセンター県外駐在員との連携による需要拡大に向
　　　　けた取組の強化
　　③タイへの木材輸出に向けた取組の支援
　　＜令和８年度の取り組み＞
　　①環境不動産認定制度のPR実施
　　①木造建築物の耐久性に係る第三者評価制度の普及

　　　環境価値による新たな需要の創出
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プロジェクト名 目標 現状と課題 強化の方向性

グリーンLPガス
プロジェクト

①グリーンLPガス
の材料となるバイ
オマス資源（木質
系、マリン系、農
業残渣、ペーパー
スラッジ等）の供
給システムの構築

①グリーンLPガスの材料となるバイオマス資源の供給システムの構築
（現状）
　　・各種のバイオマス資源について発生状況や廃棄方法等の調査を実施
　　・本年度は農業残渣回収事業者への調査を実施予定

（課題）
　　・各バイオマス資源の効率的な収集方法について検討が必要　　

②グリーンLPガスの生産に向けた県内事業者の育成又は誘致
③高知県産グリーンLPガス販売事業者の確保
（現状）
　　・「高知県グリーンLPガス推進会議」への参加企業の増加を目指して基本構想
　　　概要パンフレットの配布や訪問先への勧誘等を実施
　　　＜会員数：41団体（９月末時点）＞
（課題）
　　・県内でのグリーンLPガスの生産、販売に向けて更なる会員の拡大が必要

④バイオマス資源からグリーンLPガスを生成するための新触媒の開発
（現状）
　　・早稲田大学及び高知大学から定期的に進捗を確認。両大学からは低収量では　　
　　　あるがグリーンLPガスの生成が確認できており、現在は収量を増やすための触媒を
　　　研究しているとの報告を受けている
　　・本年度は木質系バイオマス資源からのLPガス生成実験を実施中
（課題）
　　・特になし

①グリーンLPガスの材料となるバイオマス資源の供給システムの構築
　⇒・引き続きバイオマス資源量の把握を行うとともに、その効率的な収集方法につい
　　て検討する　　
　　・海藻の陸上養殖など新たな取組が進む中、各バイオマス資源のグリーンLPガスへ
　　　の活用の可能性を踏まえ、今後更に関係機関などへ聞き取りを行い、より詳細な
　　　検討を進めていく

②グリーンLPガスの生産に向けた県内事業者の育成又は誘致
③高知県産グリーンLPガス販売事業者の確保
　⇒④の触媒開発の進捗と並行しながら、令和10年度に予定している県内での実　　
　　証事業等に参画可能性のある事業者の発掘を進める

　　（参考：令和７年度下半期の取組）
　　　　令和８年２月に開催予定の推進会議総会とあわせてゲストによるセミナーを開
　　　　催予定。関心のある事業者の参加を促す

④バイオマス資源からグリーンLPガスを生成するための新触媒の開発
　⇒本年度実施する木質系バイオマス資源の実験結果など、研究開発の進捗につい
　　て定期的に確認を行う

②グリーンLPガス
の生産に向けた県
内事業者の育成
又は誘致

③高知県産グリー
ンLPガス販売事
業者の確保

④バイオマス資源
（木質系、マリン
系、農業残渣、
ペーパースラッジ
等）からグリーン
LPガスを生成する
ための新触媒の開
発

次世代産業創造プロジェクトの強化の方向性
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○製造品出荷額等［図１］は、令和４年度は対前年比＋7.6%（全国＋9.6％）、令和５年度は対前年比＋1.0％（全国＋1.0％）と増加。
　 産業振興センターが支援する企業の県外売上高が令和６年度に増加（令和5年 1,129億円→令和６年　1,291億円（＋162億円））していることなどを踏まえ、令和６年度目標の

達成を見込む。また、令和７年度同売上高（4-8月）は順調に推移（約533億円（対前年同期比＋4.7％））していることから、令和７年度目標についても達成を見込む。
○労働生産性や賃金［図２・３］も上昇傾向にある一方で、全国との差はいまだ大きい。また、就業者数［図４］の減少が続いている。
○このため、高付加価値化やデジタル技術の活用などによる効率化・省力化といった「生産性向上」の取り組みと、柔軟な勤務体制、福利厚生の充実といった「働き方改革の推進」の取り組みを
　 両輪で進めていく。⇒ 女性・若者・外国人など多様な人材が活躍できる環境づくりを進め、誰もがやりがいを持っていきいきと働ける企業へと成長を促す[図５]
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※［図３、４］は、日本標準産業分類の大分類「E　製造業」「G　情報通信
業」「I　卸売業，小売業」 の３業種における数値

取り組みの強化の方向性　 【商工業分野　1／４】
単位：億円◆分野を代表する目標①：製造品出荷額等

◆分野を代表する目標の達成見込み

[図４]商工業分野の就業者数

[図１]製造品出荷額等の推移 [図３]商工業分野の「きまって支給する現金給与額(月額)」

少子高齢化の進行により、R2はH22比で約15%の減

◆分野を代表する目標②：製造業の労働生産性(従業者一人当たり付加価値額)

（83.0％）

（79.2％）

（　）高知県/全国

※「きまって支給する現金給与額」とは、時間外勤務手当や休日出勤手当など
超過労働給与を含んだ給与額の平均値

高付加価値化や効率化
・省力化の推進

　・新技術、新製品開発支援
　・デジタル技術導入支援
  ・現場改善支援

多様な働き方導入やワーク　　
ライフバランスの推進強化

・継続的な賃上
・柔軟な勤務体制
・福利厚生の充実

多様な人材がやりがいを持って
いきいきと働ける企業に

①生産性の向上 ②働き方改革の推進

人口減少下でも持続的に
成長していく商工業の実現

[図２]製造業の労働生産性（従業者１人当たり付加価値額）

[参考]高知県鉱工業生産指数（製造工業）の推移
※令和２年を基準年：100とする

※「高知県鉱工業生産指数」とは、鉱工業製品を生産する県内の事業所にお
ける生産活動（生産量）を指数化したもの

上昇傾向にあるが、全国値との差は依然大きい

Ｒ４（出発点） Ｒ５ Ｒ６ Ｒ7 Ｒ９
目　標 － 6,500 6,740 6,880 7,150
実　績 6,473 6,540 － － －
達成度 － A － － －

Ｒ４（出発点） Ｒ５ Ｒ６ Ｒ7 Ｒ９
目　標 － － 929 948 986
実　績 893 906 － － －
達成度 － － － － －

〈R2～〉個人経営は含まない〈R2，R3〉電子部品金額非公表〈R3～〉従業員3人以下の事業所を含む

R7は
目標値

万円

[図５]商工業分野の目指す姿
労働生産性は上昇傾向にあるものの、全国値の６割程度と依然大きな開き

R7は
目標値

千円

第5期より分野を代表する目標に追加【R6.10月】R4実績を元に目標を
上方修正（年2％成長）

指標 進捗状況の基準
S 数値目標の達成率 110％以上

A 数値目標の達成率 100％以上110％未満

B 数値目標の達成率   85％以上100%未満

C 数値目標の達成率   70％以上  85%未満

D 数値目標の達成率 　70％未満
ー 達成度の判断が困難なもの

単位：万円
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取り組みの強化の方向性　【商工業分野　２／４】
課題 強化の方向性令和７年度上半期の進捗状況

＜令和７年度下半期の取り組み＞
① 付加価値の高い製品・技術の開発支援
  ・製品開発支援チームにより製品企画書等をブラッシュアップ
② 防災関連製品の開発促進
  ・防災関連産業交流会の開催による企業の掘り起こし
  ・防災関連産業振興アドバイザーによる開発等への助言を実施
＜令和８年度の取り組み＞
① 付加価値の高い製品・技術の開発支援
  ・ 大幅な賃上げに取り組む企業に対する支援内容の拡充
  （補助制度の拡充）
③ 事業戦略の策定・実行支援
  ・経済波及効果の高い一定規模の売上のある企業に対する
    産業振興センターの実行支援の強化
  ・モデル事例の横展開

ポイント１（１）ものづくり企業の経営基盤の強化
① 付加価値の高い製品・技術の開発支援
・戦略的製品開発推進事業費補助金による製品開発支援
　開発チャレンジ事業：1件申請、1件採択
　製品開発事業：3件申請、3件採択
　⇒高付加価値な製品・技術の開発件数(製品開発事業の採択件数)

　目標：10件（年間）、実績：3件（9月末）
② 防災関連製品の開発促進
　防災関連産業振興アドバイザーによる支援：3件
  防災関連製品認定制度：6件申請、6件認定
  ⇒防災関連登録製品の認定数
  目標：10件（年間）、実績：6件（9月末）
③ 事業戦略の策定・実行支援
　付加価値額前年比＋３％を達成した企業の割合
　目標：80％（年間）、実績：37.5％（９月末）

（１）ものづくり企業の経営基盤の強化
① 付加価値の高い製品・技術の開発支援
　  ・製品開発に取り組む企業の掘り起こしや、製品構想書・企
　　　画書のブラッシュアップ
  【産業別若者所得向上検討チームでの検討結果】
    ・付加価値の高い製品・技術の開発などを行い、賃上げ原資
　　　の確保が必要

② 防災関連製品の開発促進
    ・防災製品開発に取り組む企業の掘り起こしや、開発案件や
    　市場動向等の助言が必要

③ 事業戦略の策定・実行支援
    ・物価や労務費の高騰により利益確保が困難な状況であり、
    　付加価値向上に向けては事業戦略の見直し等が必要

高付加価値化のさらなる促進

（２）企業誘致戦略等に基づく誘致の推進
　① 企業誘致の推進による雇用者数
　　　出発点(R4)：7,693人→R6：7,856人(R7.4.1時点)
　② 企業立地件数【中山間】
　　  出発点(R4)：27件→R7：34件(9月末時点)
　③ 立地企業による雇用の創出【中山間】　
　　  出発点(R4)：116人→R6：311人(R7.4.1時点)
　　ア　様々な機会を捉えた企業誘致の推進
　　　　⇒誘致対象企業への訪問：20社(9月末時点)
　　イ　合同企業説明会開催による人材確保支援を実施
　　　　⇒合同企業説明会：4回開催、138名参加
　　ウ　理系学生向けアンケート調査に基づく企業誘致活動
　　　　⇒DM発送：1,252社(8月)(3社にアプローチ予定)
　　エ　中山間地域企業誘致促進事業による伴走支援
　　　　⇒市町村と県外企業とのマッチングイベント(9月,11月)
　　オ　企業誘致戦略のバージョンアップ
　　　　⇒各部局・地域本部へ企業誘致のニーズに関するヒアリン
　　　　　 グを実施
　④ 工業団地の新規開発件数
　　　 出発点:2件(R2～R5)→R6:0件
　　ア　新たな団地開発に向けた適地調査の実施
　　　　⇒候補地選定調査:2市、市町村意向調査:10市町村
　　

（２）企業誘致戦略等に基づく誘致の推進
　① 企業誘致の推進による雇用者数
　② 企業立地件数【中山間】
　③ 立地企業による雇用の創出【中山間】
　　ア　マーケットの大きい関東エリアへの継続したアプローチに加え、
　　　　新たに関西エリアにおける企業発掘に努めていくことが必要
　　イ・ウ　求職者（学生を含む）に対し、立地企業の魅力を広
　　　　く周知していくことが必要
　　エ　各部局・地域本部（市町村）のニーズに基づいた誘致が
　　　　必要

　
　④ 工業団地の新規開発件数
　　ア　団地開発に適した平地が少なく、まとまった分譲面積
　　　　(5ha)の確保が困難

＜令和７年度下半期の取り組み＞
　① 企業誘致の推進による雇用者数
　② 企業立地件数【中山間】
　③ 立地企業による雇用の創出【中山間】
　　ア-①　見本市、ＤＭ、フォームマーケティングで反応があった
　　　　　　 企業へ順次アプローチを実施
　　ア-②　古くから本県とつながりのある関西エリアでの見本市出
　　　　    展拡大による新規企業開拓を実施
　　イ・ウ　県内の教育機関及び就職支援機関の就職担当者が
　　　　　　企業を見学する機会を整え、求職者の周知につなげる
　　オ　企業誘致戦略に基づき、各部局・地域本部(市町村)と
　　　　密接な連携等のうえ、企業誘致を推進
＜令和８年度の取り組み＞　
　　オ　他部局と連携する新たな業種（宿泊業）の誘致活動を
　　　　 推進
　④ 工業団地の新規開発件数
　　ア　市町村の要望を踏まえ共同開発要件である「分譲面積
　　　　5ha」の要件の見直しを検討
　

ポイント２ 企業誘致の推進
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取り組みの強化の方向性　【商工業分野　３／４】
課題 強化の方向性令和７年度上半期の進捗状況

＜令和８年度の取り組み＞
① 海外展開の促進
　・インドネシアでの防災・インフラ技術セミナーの開催
　・ASEANにおける海外展開サポートセンター（仮称）の設置
② 外商サポート強化による販路拡大
③ 工法の外商強化（大阪営業本部）
　・支援企業の関心が高い工法・技術系の展示会へ新たに出展
　・ゼネコン、建設コンサル関係者を高知に招聘し、施工現場視
　　察等によるマッチング支援
　・土木技術コーディネーターの活動日数を拡大（常勤化）し、
　　工法分野への支援体制の強化　　

ポイント３（３）産業振興センターと連携した販路拡大
① 海外展開の促進（８月末）
   ・海外ビジネス交流会の開催：１回、71名参加
   ・ものづくり海外展開サポートデスクへの相談⇒318件
② 外商サポート強化による販路拡大（８月末）
   ・見本市への出展⇒８回、52社、商談件数1,035件
   ・展示商談会の開催⇒3回、23社、商談件数279件
③ 工法の外商強化（大阪営業本部）（８月末）
   ・土木技術コーディネーターによる大阪府近隣の自治体等への
　   営業訪問 ⇒ 184件（うち　国、自治体関係99件、
　　　　　   　　　　　　　　　　ゼネコン、建設コンサル等53件）
　

（３）産業振興センターと連携した販路拡大
① 海外展開の促進
　　・海外展開に取り組む企業のさらなる掘り起こしが必要
　　・企業ニーズ等を踏まえたサポート体制の強化が必要　
② 外商サポート強化による販路拡大（８月末）
　　・企業ニーズを踏まえた効果的な見本市への出展や展示商談
　　　会の開催が必要
③ 工法の外商強化（大阪営業本部）
　　・自治体や団体と県内企業とのさらなる関係構築が必要
　

海外展開に向けた取組強化

＜令和７年度下半期の取り組み＞
① 経営指導員の支援力向上や活動支援等による県内事業者  
  　への啓発の継続実施
② 高知デジタルカレッジやプロフェッショナル人材とのマッチング支援
   により事業者の人材育成・確保をサポート

③ 効果的にDXに取り組めるよう、経営者だけでなく現場のキーマ
   ンとコミュニケーションを密にし、事業者に寄り添いながら計画の   

    策定・実行を支援　

＜令和８年度の取り組み＞
①② 小規模事業者等における取組の量的拡大を図るとともに、
　    県内のモデルとなる取組を重点的に支援

ポイント５（５）県内事業者のデジタル技術導入に向けた支援
① デジタル化に取り組む事業者の量的拡大
    商工会・商工会議所の経営指導員による相談・指導件数
    ⇒330件（8月末）
　　「デジタル技術活用促進事業費補助金」による財政支援
      ⇒交付決定：124件（9月末）  　
② 継続的にデジタル化に取り組む事業者の支援
    産業振興センターによるデジタル化計画の策定・実行支援
    ⇒デジタル化計画策定：20社･累計147社（9月末)
③ デジタル化の取組の質的向上
    県内企業の「DX認定」取得推進
    ⇒DX認定企業数：1社･累計12社（※)（9月末）
　　　 ※事業者数に占める割合：全国５位

（５）県内事業者のデジタル技術導入に向けた支援
① デジタル化に取り組む事業者の量的拡大
  ア　新たにデジタル化に取り組む事業者の掘り起こしが必要
　イ  デジタル技術の導入コストが課題となっているが、高まる県内
　　  事業者の支援ニーズに十分に対応できていない

② 継続的にデジタル化に取り組む事業者の支援
　　・デジタル化の実行段階で、人材不足やコストが課題となり
     取組がストップしたり多くの時間を要する企業がある
③ デジタル化の取組の質的向上
    ・全社的なデジタル化（DX）を実現するためには、人材不足
　   やコストの課題に加え、属人化された業務の整理や長年の慣
     習を変えることに抵抗がある社員の理解を得ることが必要  

事業者の規模や、取組フェーズに応じた
デジタル化の量的拡大・質的向上

＜令和８年度の取り組み＞
① 地域商業活性化支援事業費補助金による支援
　・市町村の要望等も踏まえて地域での新たな生業創出制度
　　を検討
　・地域商業活性化支援事業費補助金の補助対象事業や
　　補助上限額、補助率の見直しを検討
　
④ デジタルデータを活用した商店街の活性化
　・集客力の高い商店街周辺施設や工科大との連携を密にし、
　　回遊性を高めるための取組の企画・実践
　・成果のあった店舗の取組を横展開するとともに、モデル店舗を
　　ボトムアップするための伴走支援を実施

さらなる地域商業機能維持・活性化の推進（４）地域商業の活性化
① 地域商業活性化支援事業費補助金による支援
　 　・チャレンジショップの活用で地域での新たな生業が創出される
　　　など、成果のある市町村から継続の要望がある
     ・事業実施主体の財政負担がネックとなり、「地域商業機能
　　　維持・活性化計画」の策定にメリットを感じていない

④ デジタルデータを活用した商店街の活性化 
　　 ・工科大の学生など若者の視点を取り入れた商店街の回遊
　　　 性の実現
     ・モデル店舗の中には定量的成果を得ていない事業者もある
　　　（5/15店舗）

（４）地域商業の活性化
① 地域商業活性化支援事業費補助金による支援
　　　・「地域商業機能維持・活性化計画」及び県補助金制度の
　　　　周知：33市町村　　
　　　・チャレンジショップ事業への交付決定件数：8件
② 空き店舗対策事業費補助金による支援
　　　・県補助金（空き店舗出店支援事業）制度の周知
　　　　：33市町村　
　　　・交付決定件数：4件
③ 中山間地域商業等機能維持支援事業費補助金による支援
　　　・県補助金制度の周知：33市町村　
　　　・交付決定件数：8件
④ デジタルデータを活用した商店街の活性化
　　　・集客力の高い商店街周辺施設（博物館、図書館、百貨
　　　 店など）と連携し、商店街内の回遊性を高める取組の検
       討・実践
　　　・モデル店舗（15店舗）の伴走支援

ポイント４
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取り組みの強化の方向性　【商工業分野　４／４】
課題 強化の方向性令和７年度上半期の進捗状況

　　　　　　　　　　　
＜令和７年度下半期の取り組み＞　
　ア　受入促進
　○インド・ナガランド州などの有望地域とのさらなる関係強化
　○大使館や現地政府、送り出し機関等からの情報収集を基に、
 　  新たな送り出し国の開拓（ネパール、タイなどを検討）
　イ　定着促進
（ア）学習者への伴走支援（学習状況のモニタリング、声かけ）
        やオンライン交流会の開催による学習者の学習継続支援        
  (イ) 事業者に対するサポート認証取得の呼びかけ(広報の強化)
＜令和８年度の取り組み＞　
  ア　受入促進  
  (エ) 協定先等の海外大学生のインターンシップ促進
（新1）県内への入国後講習施設整備の支援の検討　
  イ  定着促進
  (ア) 学習者へ学習状況の伴走支援や学習継続が出来ている方
　　　　の学習方法等を横展開
（新2）県内への定着を要件にした特定技能等の資格取得の
　　　　　 支援の検討

ポイント７（７）人材の育成・確保の推進
①　外国人材の受入・活躍推進
　 ア　受入促進
（ア）MOU締結地域における就労定着奨励給付金制度の
　　　　活用（8名＋20名（予定））
（イ）インド・ナガランド州とのMOU締結（7月）
（ウ）外国人材雇用相談窓口(ふぉれこ)の開設（4月）
（エ）高度外国人材雇用セミナー（10/8、19社参加）
 　　　 合同企業説明会（10/29、9社参加予定）
　
  イ　定着促進
（ア）日本語eラーニング（無料）による学習機会の提供
　　　　（学習者数96人（8月））                                                          
（イ）「こうち外国人材優良サポート認証制度」の運用開始
        （第1期：16事業者認証、認証書授与式(9月））
（ウ）事業者に対する技能実習生等の住宅改修補助
      （申請10件）
（エ）事業者に対する技能やビジネスのスキルアップ補助
　　　（申請6件）

　　　 　　

（７）人材の育成・確保の推進
① 外国人材の受入・活躍推進
　ア　受入促進
  ○外国人材の受け入れにおいて、国内外の地域との競争が激化
　 
　
  (ウ) 相談窓口の周知
  (エ) 本県になじみのある県内留学生の県内就職者が少ない
（新1）県内には技能実習入国後講習施設がなく、県外施設を
　　　　　 利用（15/23監理団体）

  イ　定着促進
（ア) 学習者の学習継続率が低い

（イ) 運用開始年度ということもあり、認証取得事業者が少ない
（新2） 特定技能外国人に県内で長く働いてもらうためのインセ
            ンティブが必要

　　　　　　　　　
＜令和７年度下半期の取り組み＞
① 引き続きアドバイザーの訪問による直接的な周知等により登録
　　を促進
② 女性特有の健康課題への対応など、新たな視点への対応策
　  の検討
＜令和８年度の取り組み＞
① 女性特有の健康課題に対応するためのWLB推進企業認証
　　要件の見直しの検討
②-1 更なる働きやすい環境整備の推進に向け企業ニーズに沿っ
　　　 た支援策の充実（ソフト事業補助対象経費の拡充等）
②-2 働き方改革コンサルタントのスキル向上に向けた支援の強化

ポイント８（８）働き方改革の推進
①　WLB推進企業認証制度の推進
　ア 男性育休推進部門の新設
　　　⇒25社(10/1現在)、38社(目標)
　イ 延べ認証企業数⇒941社 (10/1現在)、910社 (目標) 
②　働き方改革の推進
  ア 働き方改革コンサルタントによる企業への伴走支援⇒18社
  イ 働きやすい環境整備に向けた補助
　　　⇒交付申請29件（10/1現在）
  ウ 業務の属人化解消に向けた研修会の開催（8月～、5回）
　　　⇒８社、働き方改革コンサルタント８人
  エ 人事評価制度構築研修会の開催（8月～、5回）⇒10社
　　

（８）働き方改革の推進
① WLB推進企業認証制度の推進
　　・制度の周知と登録促進の取組が必要

② 働き方改革の推進
　ア 女性の職業生活における活躍を推進するため、女性特有の
　　 健康課題への対応など新たな視点での取組が必要
  イ 企業の人材確保・定着につなげるための支援策の検討が必要
  ウ 企業の多様な課題に対応するための働き方改革コンサルタン
     トのスキルアップ

（６）円滑な事業承継の推進
①　地域の支援機関の連携体制の強化  
     ・4地域(室戸市、土佐清水市、四万十市、四万十町)に
　　　おいて地元支援機関が参加する定例会を実施
     (5月～8月:定例会2巡目終了、3巡目10月に実施予定）
   　・県内6ブロックで各支援機関が参加する勉強会等を開催
　　　 (5月～9月:セミナー6回、217名参加
                    　ワークショップ6回、140名参加）
②　買い手の増加に向けた取組
    ・地元金融機関に売り手情報や県支援メニュー等を発信
　　・高知暮らしフェアへの参加  (6月:大阪・東京で19件の面談)
　　・移住・起業体験ツアーの参加者に支援メニューをPR(9月)

＜令和７年度下半期の取り組み＞
　 ① 4地域での来年度に向けた予算検討、その他取組の促進に
　　　 向けて定例会を実施（10月～2月）
　 ② 高知暮らしフェアへの参加（12月・1月）
＜令和８年度の取り組み＞か地域での定例会を予定（R7
　 ② 民間M&Aプラットフォーマーを活用して全国に売り手情報を
　　　 発信し、買い手とのマッチングイベント（オンライン・現地ツ
　　　 アー）を通じて、マッチング件数の増加を図る

ポイント６ 県内外に売り手の情報発信、買い手との
マッチングを加速（６）円滑な事業承継の推進

①　地域の支援機関の連携体制の強化 
　　 ・事業承継関連の予算措置のある市町村は4市2町と徐々に
　　  増えているが、さらに予算措置や地域内の支援機関の連携
      等の事例を増やしていくことが必要

②　買い手の増加に向けた取組
　　 ・中山間地域では都市部に比べ、売り手に対する買い手の
      相談が少なく、マッチングをさらに促進するためには、買い手を
      増やすことが必要

外国人材の受入・活躍推進

働きやすい環境づくりを支援
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                     好事例やノウハウの展開による
　　　　　　　　生産性向上の促進
（１）介護現場の生産性の向上
　＜令和７年度下半期の取り組み＞
　 ○ＩＣＴ導入事例の普及・啓発
　 ○協働化に向けた事業者等との意見交換

　＜令和８年度の取り組み＞
　 ○セミナー等でＩＣＴ導入事例の横展開の実施
　　　　事業者団体（老人福祉施設協議会等）と連携
　 ○法人間の協働化の取組への支援の強化（実際に協働化の

取組を行った実績のある方をアドバイザーとして選任、センター
に配置し、事業者を支援）

取り組みの強化の方向性　【その他の分野（福祉分野）】
課題 強化の方向性令和７年度上半期の進捗状況

【生産性の向上】
（１）介護現場の生産性の向上
　　　介護事業所のＩＣＴ導入率
　　  R7目標：52.7％　
　　①ワンストップ型総合相談窓口（こうち介護生産性向上総合支　
　　　援センター）の設置による支援の強化
　　　・　相談件数：78件（R7.9月末現在）
　　　・　セミナーの実施：6月 (110名)、8月（96名）
　　　・　伴走型支援：７事業所　
　　　・　協働化に取り組む事業者への助成制度の創設・公募
　　　　（8月～）
　　②デジタル化の促進
　　　・　ICT機器、介護ロボット等導入経費に対する助成（8月～)           　
　　　　　　
　　　
【人材の確保】
（１）人材育成・キャリアパスの構築
　　  認証福祉・介護事業所数
　　  R7目標：410事業所　直近値：225事業所（R7.9月）
　　①福祉・介護事業所認証評価制度の推進
　　　・　個別相談、専門家支援、掘り起こしのための事業者訪問

（通年）
　　　・　制度の県民認知度向上に向けた各種広報（８月～）

（２）若い世代に向けた魅力発信（ネガティブイメージ
の払拭）

　   学校の福祉教育の実施回数（福祉人材センター）
　　 R7目標：年間40回　直近値：30回（R7.9月）
　　①介護の仕事のイメージや社会的評価の向上に向けた情報発 

信
　　  ・  介護の仕事の魅力発信に向けた各種広報（８月～動画

制作等）　
　　②福祉関係者と学校が連携した福祉教育の推進
　　　・　福祉関係者と協力した学校における福祉教育の実施
　　　　（４月～）
　　③学生等を対象とした職場体験の充実や資格取得支援
　　　・　高校生を対象とした訪問介護の資格取得・就労体験　　　　

（８月～　幡多地域）

○
（１）介護現場の生産性の向上
　　・　デジタル化の効果が十分に伝わっていない事業所がある
　　・　事業者の経営の維持・強化のためには協働化を進める

必要があるが、具体的な取組を進めるためのノウハウが不
足

（１）人材育成・キャリアパスの構築
　　・　認証取得の動機付けが弱く、取得の動きが近年停滞

（２）若い世代に向けた魅力発信（ネガティブイ
メージの払拭）

　　・　県内の介護福祉士養成校２校の令和７年４月入学
者数が前年比130％となるなど、これまで行ってきた情報
発信やキャリア教育などの成果が一定表れているものの、
定員を満たしておらず、さらなる入学者の増加が必要

　　・　資格取得支援や就労体験、福祉教育などの対象は高
校生が中心となっているが、進路の選択肢をさらに広げる
ためには、より若年層への情報発信が必要

　　　　　　　　　　良好な職場の「見える化」による
　　　　　　　 魅力発信
（１）人材育成・キャリアパスの構築
　＜令和７年度下半期の取り組み＞
　 ○認証取得に向けた支援、掘り起こしのための事業者訪問
　 ○制度の県民認知度向上に向けた各種広報
　＜令和８年度の取り組み＞
　 ○認証取得により事業者が得られるメリットの拡充（補助金の

優先採択など）

（２）若い世代に向けた魅力発信（ネガティブイメー
ジの払拭）

　＜令和７年度下半期の取り組み＞
　 ○介護の仕事の魅力発信に向けた各種広報（テレビCM、

web広告、チラシ等）
　 ○福祉関係者と協力した学校における福祉教育の実施
　 ○高校生を対象とした訪問介護の資格取得・就労体験
　　　（12月～　高知市）
　＜令和８年度の取り組み＞
　 ○小中高校生への魅力発信の強化（しごと体験など）
　 ○ふくしフェアなどの機会を活用した福祉系高等教育機関の魅

力のＰＲ（ブースの設置など）
　 ○出前授業などの学校訪問時に、福祉系高等教育機関のＰ

Ｒを併せて実施　

ポイント2

ポイント１
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第２期関西・高知経済連携強化戦略の取り組みと強化の方向性
プロジェ

クト 分野 分野全体の目標（年間） 出発点
（R4年度）

R7年度
到達目標

R7年度上半期
の実績値 評価 　　　　　目標達成の見通しと課題 令和８年度の取り組みの強化の方向性

観
光
推
進

観
光

関西圏からの観光客入込
数※暦年 103万人 129万人 ー ー

○物価高による出控えの影響が見られるが、「あんぱん」効果を
　 活用した施策の展開により目標達成を目指す
●連続テレビ小説「あんぱん」の効果を継続していくための取組
●物価高による出控えの影響が継続
○上半期は、目標を上回る見込で延べ宿泊者数が推移
●インバウンド向けのどっぷり商品づくりの強化
●航空便等の利用者数の増

・とさとさ等と連携し、「ドラマが生まれる場所」、「朝ドラの舞台　高
 知」を前面に打ち出したプロモーションを展開
・国民文化祭の開催に合わせた地域の伝統文化の魅力訴求によ
 る誘客の拡大
・本県の歴史や文化の魅力を伝えるため、既存の「どっぷり商品」
　の付加価値を高め、外国人観光客にも展開
・関西圏との交通ネットワークの充実に向けた取組の実施

関西空港経由の外国人
延べ宿泊者数※暦年 0.3万人泊 4.2万人泊

2.2万人泊
(R7.1～6月(速

報値))
A

外
商
拡
大

農
業

関西圏の卸売市場を通じ
た県産青果物の販売額

93.8億円
(R3.9～R4.8)

108.9億円
(R6.9～R7.8)

106.5億円
(R6.9～R7.8) B

○高温の影響による数量減を単価高で補ったものの、販売額は
　 目標にわずかに届かなかった。
●生産状況の市場への共有により効果的なフェアの実施。

・生産量の拡大と取扱量アップに向けた産地支援
・「とさとさ」と連動した周辺量販店での効果的なフェアの開催

水
産
業

関西圏の高知家の魚応
援の店への販売額※暦年 1.1億円 2.1億円 1.0億円

（R7.1～6月） A
○応援の店への販売額は、48%の進捗状況となっており、目標
 　を達成する見込み
●取引額の拡大に向けたターゲット選定が必要
○中国への輸出再開の動きはあるものの、目標達成の見通しは
　 不透明
●中国への輸出再開に向けて、施設の再登録や新たな放射能
　 検査に時間を要している状況

・地産外商公社や市町村と連携した、県内からの供給量と需給
 バランスが合いやすい中規模チェーン店等とのマッチング強化
・中国への輸出再開に伴う反転攻勢として賞味会の開催等の強
 化や、輸出拡大やカントリーリスク対策のための新たな市場（マ
 レーシア等）への販売拡大

関西圏の卸売市場関係
者等を経由した水産物の
輸出額※暦年

0.3億円 1.5億円 0.2億円
（R7.1～6月） D

食
品

地産外商公社の活動によ
る関西圏での売上金額 115億円 147億円 ー ー

〇万博で高まるインバウンド需要の獲得に向けて、飲食・業務用
　 卸との関係強化やホテル・レストランへの積極的なアプローチ、
　 「とさとさ」を活用した外商活動により、成約に直結する産地視
　 察型商談会を開催し、目標達成を目指す
●インバウンド需要が拡大する外食産業に対する営業強化 
●万博を契機に培った関西圏における飲食業界のネットワーク
　 やノウハウの外商戦略への活用
●競争が激しい関西圏における地域一体的な売り込み

・外食産業のバイヤーやシェフ等の個々のニーズに合わせた商品
 提案及び産地視察型商談会の強化
・万博を契機に構築した飲食業界との関係性や販路、ノウハウを
 生かし、定番化やさらなる外商に向けた営業強化、新たなフェア開
 催
・高知ならではの食材や食文化などを活かした、地域の一体的な
  ブランディングによる付加価値創出の支援

林
業

関西圏(三重県を含む)へ
の土佐材出荷量※年次

2.0万m³
※年間推計値 2.7万m³ 1.2万㎥

(R7.1～7月) Ｃ

〇関西圏への土佐材出荷量は前年同期比95％
●万博特需が終息したため、非住宅木造建築に取り組む土佐
　 材パートナー企業等における土佐材の利用拡大に向けて、引
　 き続き顔の見えるつながりを強化して取引量の増加に繋げるこ
　 とが必要

・高知の非住宅木造建築を見学する産地商談会のサポート、大
 屋根リングの約４割（県試算）に県産木材が利用された実績
 や、万博を契機に構築した木材のサプライチェーンの活用等、関
 西圏の協力企業との需要拡大に向けた取組の強化

商
工
業

産業振興センターが支援
する企業の関西圏での売
上高

237億円 259億円 121億円
（R7.4～8月） S

○年間目標に対し５ヶ月で47％の進捗（対前年同期比
   116.6％）となっており、目標は達成する見込み
●土木技術コーディネーターの人脈を生かした自治体や団体等
　 との県内企業との関係構築が必要
●「とさとさ」を活用したさらなるPR等の機会創出
●大阪IRを契機としたインバウンド需要の高まりを見据えた、付
　 加価値の高い製品の外商強化

・ゼネコン、建設コンサル関係者を高知に招聘した施工現場視察
 等、工法の外商支援を促進
・支援企業の関心の高い展示会へ新規出展
・土木技術コーディネーターの常勤化による支援体制の強化
・とさとさを活用した伝統的工芸品や海洋深層水等のPR及び販
 路拡大
・富裕層向け高級ホテル等への高付加価値製品の販路拡大に
 係る可能性の検証

万博・Ｉ
Ｒ連携 － － － － － ○万博を通じてSUPER LOCALをテーマに本県の魅力を発信

●IR開業に向けた情報が少ない
・IR運営事業者や大阪観光局等からの継続的な情報収集
・各分野でつながりのある関西圏の事業者、県や市町村に関わり
 のある事業者等からの定期的な情報収集

各プロジェ
クトを横断
的に支える
取り組み

関西圏からの移住者数 489人 891人 328人
（R7.4～9月） Ｃ 〇移住相談件数は前年より増加するも、関西からの移住者数

は前年より下回っている
○一方で関西圏からのUターン者数は前年より増加
●本県出身者が多い関西圏での相談会の開催やデジタルマー
　 ケティングによる、Ｕターン者へのアプローチが必要

・万博等で構築した関係や獲得したファン、県内市町村等と連携
 し、様々な形で関西とのつながりを深化
・関西プロモーションの強化に伴う実施イベント等と連携したＵＩ
 ターンの促進
・Ｕターン者をターゲットにした仕事（就職・転職）に関する情報
 の発信強化

関西圏からの移住者のう
ちＵターン者数 169人 348人 154人

（R7.4～9月） Ｂ

指標 進捗状況の基準
S 数値目標の達成率 110％以上

A 数値目標の達成率 100％以上110％未満

B 数値目標の達成率   85％以上100%未満

C 数値目標の達成率   70％以上  85%未満

D 数値目標の達成率 　70％未満

ー 達成度の判断が困難なもの

○：目標見通し
●：課題
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H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R元 R2 R3 R4 R5 R6 R7

(5.0) (5.6) (8.3) (9.0) 　(21)  (29)

指標 進捗状況の基準
S 数値目標の達成率 110％以上
A 数値目標の達成率 100％以上110％未満
B 数値目標の達成率   85％以上100%未満
C 数値目標の達成率   70％以上  85%未満

D 数値目標の達成率 　70％未満

ー 達成度の判断が困難なもの

　取り組みの強化の方向性　【連携テーマ：地産外商戦略の推進　1／３】

Ｒ3（出発点） Ｒ４   Ｒ５ Ｒ６ Ｒ7 Ｒ９
目　標 1,255 1,278 1,300 1,165 1,209 1,300
実　績 1,034 1,181 1,149 ー ー

達成度 C B B ー ー

単位：億円◆分野を代表する目標：食料品製造業出荷額等

首都圏・関西圏での外商の伸びが顕著

［図１］地産外商公社が支援する企業の県外売上額　【単位：億円】

○R5年度は、地産外商公社が支援する企業の県外売上額や、食料品の輸出額は増加傾向にあったものの、実績は前年度から減少し、目標未達となった。その理由としては、人手不足　
　 による機会損失の発生や、高騰している原材料等の価格転嫁が進んでいないことなどが要因であると考えている。
○目標達成に向けて、さらなる生産性向上や高付加価値化、国内外の外商活動の強化に取り組んでいく。[図１、図２]
○R7の状況については、今月、外商に取り組む主要な企業（約59社）に上半期の業況と下半期の見通しをヒアリング予定。[表１]

◆分野を代表する目標の達成見込み

公社の全国展開の推進により、公社が支援する企業の県外での売上額が順調に増加

［表１］

海外支援拠点の活用による外商活動の強化や生産体制の拡充への支援等に取り組んだことに
よりH21から輸出が増加

［図４］　食料品の輸出額（国別）

有望市場を中心に着実に輸出額が増加

［図３］　地産外商公社が支援する企業の県外売上額（エリア別）

R7年目標：40億円
R8.9月公表予定

593

614

653 658

R4 R5 R6 R7

R7年目標：658億円
R8.6月公表予定

［図２］　食料品の輸出額　【単位：億円】

 (609)  (631)

［参考］鉱工業生産指数（食料品工業）の推移
※令和２年を基準年：100とする

※「高知県鉱工業生産指数」とは、鉱工業製品を生産する県内の事業所
　における生産活動（生産量）を指数化したもの

R8.8月公表予定

 (19)  (30)  (36)

【単位：億円】

【単位：百万円】
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（１）事業者への総合的な支援による地産の強化
＜令和７年度下半期の取り組み＞
①事業者の課題解決をサポートするワンストップ窓口による支援
②食のイノベーションベース及び補助金により商品づくりを支援
 　・食品残渣等を活用した新商品開発に向けた交流会の開催
③事業戦略の策定・実行の推進
④食品産業の成長を牽引するリーディング企業を育成（３社予定）
　 ・関係機関で構成する「外商強化支援チーム」による伴走支援

＜令和８年度の取り組み＞
①事業者の課題解決をサポートするワンストップ窓口による支援
  ・成長ポテンシャルのある事業者への重点的な伴走支援
　・外商拡大を目指す企業の掘り起こしの強化
　・優良な取り組み事例の創出と横展開の拡大
②食のイノベーションベース及び補助金による商品の高付加価値化
 　・付加価値の高い商品づくりの支援の強化
　 ・優良事例の横展開に向けた関係団体との連携強化
　　(総会・定例会での出張セミナーの開催等) 　
③事業戦略の策定・実行の推進
   ・事業戦略策定後、目標未達企業のフォローアップを強化
   ・所得向上の実現に向けた中核人材育成や外部人材活用の
　　 取組を支援
④食品産業の成長を牽引するリーディング企業を育成
 　・関係機関で構成する「外商強化支援チーム」による伴走支援

（２）食品加工の生産管理の高度化支援
＜令和７年度下半期の取り組み＞
①生産性向上の支援　②衛生管理の向上を支援
③食品表示適正化の支援

＜令和８年度の取り組み＞
①生産性向上の支援
   ・所得向上に繋がる経営革新モデルを実践するため、専門家が関与し
　　 策定した生産性向上計画に基づく設備投資を支援
　　・国が新設する「生産性向上支援センター」との連携による伴走支援
②衛生管理の向上を支援
　　・ITツールや省力化設備を活用した効率的な衛生管理を推進
③食品表示適正化の支援
　 ・食品表示研修の受講を推進

取り組みの強化の方向性　【連携テーマ：地産外商戦略の推進　2／３】
課題 強化の方向性令和７年度上半期の進捗状況

（１）事業者への総合的な支援による地産の強化　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
①事業者の課題解決をサポートするワンストップ窓口
　 による支援
　　相談件数：122件、出張相談会：４回

②食のイノベーションベース及び補助金により商品づくり 
   を支援
　　・食のイノベーションベース
　　　参画事業者：208事業者
　　　セミナー・勉強会・研修:13回
　　　連続個別商談会:４回、相談会:２回
　　・商品開発・改良に対する補助：１件

③事業戦略の策定・実行の推進
　 策定支援：７事業者、実行支援：７事業者

④食品産業の成長を牽引するリーディング企業を育成
　 高知県食品産業成長支援事業費補助金：
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　交付決定２事業者

（２）食品加工の生産管理の高度化支援
①生産性向上の支援
　 ・アドバイザー派遣：19回(13社)
　 ・生産管理の高度化に対する補助：５件

②衛生管理の向上を支援
　 HACCP研修：３コース
   民間認証取得に対する補助：２件

③食品表示適正化の支援
　 相談件数：58件、食品表示研修：３コース

ポイント１ 多様なニーズに合わせた支援により
地産を強化

（１）事業者への総合的な支援による地産の強化

①事業者の課題解決をサポートするワンストップ窓口
　 による支援
　・サポートデスクの認知度向上及び体制強化
　・外商に取り組む事業者の掘り起こし

②食のイノベーションベース及び補助金により商品づくり
   を支援
　・外商拡大に向けてバイヤーが求める新商品の開発
  ・売れる商品づくりに向けたマーケティング戦略の強化
　・事業者の利益確保に向けた適切な価格設定と価格転嫁

③事業戦略の策定・実行の推進
　・マーケティング戦略や販売戦略の策定支援の強化
　・事業戦略策定後の企業のフォローアップ

④食品産業の成長を牽引するリーディング企業を育成
　・リーディング候補企業の目標達成に向けた取組の後押し

（２）食品加工の生産管理の高度化支援

①生産性向上の支援
　・生産性向上や高付加価値化により、労働生産性を高める
　 必要があるが、県内事業者においては、課題解決に向けた
   ノウハウ、人員、資金が不十分
　・生産現場の省力化やデジタル化が遅れている
　・所得向上に繋がる効果的な支援体制の構築

②衛生管理の向上を支援
  ・販売先が求める品質・衛生管理基準を満たさない事業所が
    あり、機会ロスが発生している
  ・国際衛生基準の認証取得の推進

③食品表示適正化の支援
　 ・事業者の食品表示作成スキルの向上
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（３）地産外商公社を核とした外商の拡大
＜令和７年度下半期の取り組み＞
①卸売事業者との連携強化による外商拡大
②商談会・展示会の拡充強化
③飲食店等への外商活動の強化
④営業活動及び営業体制の強化
　
＜令和８年度の取り組み＞
①卸売事業者との連携強化による外商拡大
　・外商コーディネーターによるトップダウン型営業の展開
②商談会・展示会の拡充強化
　・インバウンド向け外食関連展示会への出展
  ・出展事業者の発掘（初出展者への支援強化）
③飲食店等への外商活動の強化
  ・シェフの人的ネットワークを生かした産地視察型商談会
　・農業、水産業分野と連携した一体的な営業の推進
④外商の全国展開に向けた営業活動の強化
  ・中部エリアにおける営業強化、九州・東北エリアへの販路拡大
⑤アフター万博・IR開業に向けた取組
　・万博レガシーを活用した「うめきたエリア飲食店」での高知フェアの開催
　・IR開業を見据えた情報収集の強化
　・高知ならではの食材や食文化などを生かした、地域の一体的な
　　ブランディングによる付加価値創出の支援

（４）輸出の拡大
①輸出品目の強化
　・有機的栽培ユズ対象地区での除草・施肥対策への新たな支援
　（R6設置の実証圃場3箇所を活用した有機栽培への誘導:約400戸）
　・県産酒米の安定供給確保に向けた新たな支援
　（交付決定:1団体・４蔵　酒米:約475トン、加工用米:約340トン）
　・和牛のベトナム向け輸出施設認定取得に向けた取組を推進
　・ブリ類の養殖規模拡大・新規参入企業等の誘致に向けた支援の拡充 
　・JETRO等との連携による新たに輸出に取り組む事業者への支援強化
　（全9回　35社参加）
②外商活動の強化
　・中国向けの水産加工施設登録及び放射能検査証明提出準備　
　・R6輸出可能性調査結果に基づいた現地嗜好に合うレシピ提案等の
　開催準備（シンガポール、マレーシア、タイ）
　・現地百貨店等に店舗展開する国内企業と連携した高知フェア（シンガポール、ベトナム）
　・海外展示会における農畜水産物・加工品の共同出展（タイ） 
　・現地商社招へい等による土佐酒の新たな市場開拓（米国、ドイツ）
③事業者支援の強化
　・高知県水産物輸出促進協議会による賞味会開催支援等を通じた県
　内事業者の地域商社化の推進（シンガポール）
　・補助要件見直しによる食品加工施設等整備促進事業費補助金の
　活用促進（交付決定2社　計28百万円）

取り組みの強化の方向性　【連携テーマ：地産外商戦略の推進　３／３】
課題 強化の方向性令和7年度上半期の進捗状況

（３）地産外商公社を核とした外商の拡大
①卸売事業者との連携強化による外商拡大
　・大手卸主催の展示商談会への出展：13回
　・卸売事業者の社内商談会等への実施：２回
　・中小卸主催の展示商談会・個別商談会への参加：６回
　・成約に直結する産地視察型商談会の開催：45回
　・外商コーディネーターによる営業件数：84件

②商談会・展示会の拡充強化
　・全国各エリアで開催される大規模展示会への出展：３回
　・成約に直結する産地視察型商談会の開催：45回　【再掲】
　・新規販路開拓に向け、PB・OEM関連展示会への出展：１回

③飲食店等への外商活動の強化
　・飲食店、ホテルグループでの高知フェアの開催：７回
　・業務用卸売事業者による産地視察型商談会の開催：４回
　・飲食店(ﾁｪｰﾝ店含む)による産地視察型商談会の開催：20回
　・ホテルグループによる産地視察型商談会の開催：６回

④外商の全国展開に向けた営業活動の強化
　・顧客及び営業データベースを充実し、クラウド上で管理・運用
　　することで、営業活動を強化
　・中部エリアにおける営業活動の件数：121件

（３）地産外商公社を核とした外商の拡大
①卸売事業者との連携強化による外商拡大
　・新規取引先の獲得に向けて、既存のネットワークを活用した
　　営業力のさらなる強化や、卸売・小売の経営層への直接的な
　　アプローチといったさらなる工夫

②商談会・展示会の拡充強化
　・インバウンド需要の取り込みに向けた、新規の販路開拓
　・新規事業者の掘り起こしによる県外展示商談会への参加
　　事業者の確保

　
③飲食店等への外商活動の強化
　・インバウンド需要が拡大する外食産業に対する営業の強化
　

④外商の全国展開に向けた営業活動の強化
　・東京、大阪、中部を起点とした、全国への販路拡大の加速

⑤アフター万博・IR開業に向けた取組
　・万博を契機に培った関西圏における飲食業界のネットワークや
　　ノウハウの外商戦略への活用
　・IR施設の開業を外商活動に生かすための情報収集
　・競争が激しい関西圏において、事業者単独での外商活動の
　　限界を補完する地域での一体的な売り込み

ポイント2

ポイント3 「海外から稼ぐ力」を強化 

多様な連携を生かした外商の加速化 

（４）輸出の拡大
①輸出品目の強化
　・ユズ（有機的栽培含む）の生産量の増強(農産物)
　・食用米価格の急激な高騰による酒米の安定供給(加工品)
　・ベトナム施設登録するためには農場登録が必要（畜産）
　・高水温の影響等による、ブリ類の輸出向け加工用原魚の
   不足(水産物)
　・輸出に取り組む県内企業の裾野拡大(全般)

②外商活動の強化
　・申請済みの水産加工施設登録の再登録時期(水産物)
　・中国の輸入再開に合わせた効果的な反転攻勢(水産物)
　・青果物の現地嗜好に合う食べ方提案(農産物)
　・高水温の影響等による、ブリ類の輸出向け加工用原魚の不足
　　(水産物)【再掲】
　・土佐あかうしの非ロイン系部位の需要創出(畜産)
    　※ロイン系･･フィレ肉（ヒレ）、サーロイン、リブロース
　・土佐酒の輸出拡大が期待できる現地商社等との連携強化(加工品)

③事業者支援の強化
　・輸出用の養殖魚不足に対応する天然魚の冷凍保管や輸出拡大
　 支援(水産物)

（４）輸出の拡大
　＜令和７年度下半期の取り組み＞
　①輸出品目の強化
　　・ユズの有機的栽培面積拡大に向けた誘導実施(農産物)
　②外商活動の強化
　　・見本市出展や賞味会の開催等により中国への輸出を加速(水産物)
　　・現地試食商談会・量販店フェアの開催（農産物）
　　・酒類見本市への出展支援による新たな輸出ルートの開拓(酒・加工品)
　③事業者支援の強化

＜令和８年度の取り組み＞
　①ターゲット市場での重点的な輸出拡大支援 
　　・商流を持つ商社等と連携したインセンティブ型の販売促進(酒) 
　②新たな輸出品目（事業者）の掘りおこしによる輸出拡大 
　　・新たな輸出品目の発掘・確立に向けた海外拠点での支援強化 
　③ALL高知(農、畜、水、加工品等各部局連携)での外商活動の強化 
　　・中国でのシェア再獲得に向けた水産物を核としたプロモーション展開 
　　・バイヤー等招へいによる商談機会の拡充・販路開拓
　　・賞味商談会、飲食店でのフェア開催による販売拡大
　　（例：魚と酒をセットで提案） 26
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次世代産業創造プロジェクトの強化の方向性
プロジェクト名 目標 現状と課題 強化の方向性

ヘルスケア
イノベーション
プロジェクト

プロジェクト支援
県外企業の
県内への拠点の
設置件数

R7年度到達目標
2件(年間)

【プロジェクト支援県外企業の県内への拠点の設置件数：1社(R7.9月末時点)】
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※R5：1社、R6：1社(累計３社)　　　
１．プロジェクトの周知及び参画促進
〈現状〉・事業化した支援企業のインタビュー記事をホームページに掲載し、成功事例
　　　　　 を見える化
〈課題〉・プロジェクト支援案件の事業化を進めるとともに、県内定着を促進するために
　　　　　は、プロジェクト支援企業と県内の関係機関（市町村、医療機関、高等教
　　　　　育機関、企業等）が実証実験に共同で取り組むなど、連携を深める必要が
          ある。
　　　　 

２．事業化支援
〈現状〉・プロジェクト支援案件を着実に事業化につなげるため、伴走支援体制を
　　　　　強化
     　　　 　プロジェクト支援案件：14件(うち12件支援中)(R7.9月末時点)
       　　 　支援体制：３名から４名に拡充
　　　　 ・デジタル技術等を活用したヘルスケア関連の新製品及び新サービスの事業
　　　　　化のための実証実験を支援
　　　　　　　ヘルスケア産業実証実験支援事業費補助金
　　　　　　　　申請件数：２件、採択件数：１件 (R7.9月末時点)
             実証実験に協力してくれるパートナー機関（市町村・医療機関）
　　　　　　 　　：13機関（R7.９末時点）

〈課題〉・支援企業が事業化の過程において直面する様々な課題に対し、寄り添った
　　　　　支援が必要
　　　　 ・健康経営等の広がりを背景に、企業向けのヘルスケア関連製品・サービスの
　　　　　実証実験を行いたいというプロジェクト支援企業のニーズが増えてきているが、
　　　　　現状、民間企業が実証先に含まれておらず、ニーズに応えられていない。

１．プロジェクトの周知及び参画促進
＜令和７年度下半期の取り組み＞
　・ヘルスケア産業に対する県内学生や教員の関心を高めるため、県内に拠点を設置
　 若しくは設置見込みのプロジェクト支援企業との交流会を開催（10月）
　・ヘルスケア関連企業と、県内の市町村や医療機関等との交流会（県内）を開催
　 し、プロジェクトへの参画を促進（11月）
       参加者　ヘルスケア関連企業：４社、市町村：３、医療機関：３機関

＜令和８年度の取り組み＞
　・令和７年度までの取組でプロジェクト支援案件が順調に積み上がることから、新規　
　 募集は停止。県内での実証実験等の取組を強化するため、プロジェクト支援企業と
   県内の市町村や医療機関との交流会を開催

２．事業化支援
＜令和７年度下半期の取り組み＞
　・引き続き、伴走支援を実施
　・ヘルスケア産業実証実験支援事業費補助金の採択企業の取組を支援

＜令和８年度の取り組み＞
　・プロジェクト支援案件を着実に事業化につなげるため、それぞれの案件の進捗や課
　 題に応じて、技術とビジネスの両面からの専門家による伴走支援を実施
　・ヘルスケア産業実証実験支援事業費補助金の要件見直しを検討（実証先に県
   内企業を追加)
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プロジェクト名 目標 現状と課題 強化の方向性

アニメ
プロジェクト

県内における
アニメ制作企業従
事者数

R7年度到達目標
50人
(R3～R7)

【県内におけるアニメ制作企業従事者数：34人(R3～R6)】

１．人材育成
（１）中長期的な人材供給
〈現状〉・児童・生徒等に対する本県のアニメに関する情報の継続的な発信(7～9月)

インプレッション：559,068、いいね数：878、フォロワー・友達数：164
　　　   ・県内の児童・生徒等を対象に、仕事としてのアニメを知ってもらう機会を拡充

アニメ出張授業：１校、15名(７月)
アニメクリエイター講演会：84名(８月)※うち保護者29名

         ・高知アニメクリエイター聖地プロジェクト主催のアニメ制作体験講座への補助
　　　　 　　 採択件数：１団体　※イベント参加者：881名(４月)、128名(８月)
　　　　 ・教育委員会と連携し、県立高校におけるアニメ学科等の設置を検討(通年)
　　　　　　　 熊本県立高森高校への視察(５月)

 県内専門学校との意見交換(７月)
〈課題〉・将来的にアニメを仕事にする人材の裾野の拡大のためには、アニメクリエイター
　　　　   の仕事内容や魅力を伝え、興味喚起を行うさらなる機会が必要

（２）専門人材の育成
〈現状〉・県内の専門学校が実施する教育プログラム構築への補助(4～10月)

採択件数：１団体　※受講者：16名
〈課題〉・アニメ制作企業が必要とする技術を持ったアニメ人材の確保に向けてさらなる
　　　　　 取組が必要

２．企業誘致
〈現状〉・これまでの取組の結果、企業からの進出に向けた問い合わせが増加
〈課題〉・県内でアニメ人材の雇用を生み出すためには、企業誘致の取組の強化が
　　　　　必要

１．人材育成
（１）中長期的な人材供給
＜令和７年度下半期の取り組み＞
　・継続的な情報発信及びアニメ制作体験講座(12月)の実施

＜令和８年度の取り組み＞
　・児童・生徒等がアニメに触れる機会の拡充及び情報発信の強化

（２）専門人材の育成
＜令和７年度下半期の取り組み＞
　・県内専門学校での教育プログラム構築を円滑に進める方法について検討

＜令和８年度の取り組み＞
　・県内専門学校での教育プログラム構築に向けたさらなる支援を実施
　・高知アニメクリエイター聖地プロジェクトとも連携しながら、より効果的な人材育成
　  プログラムを検討

２．企業誘致
＜令和７年度下半期の取り組み＞
　・問い合わせのあった企業に対し、進出の実現につながるようサポートを実施

＜令和８年度の取り組み＞
　・国の動きや、本県の企業誘致戦略の一部として位置づけ取り組む中で、聖地プロ

ジェクトとの連携・役割分担の下、企業誘致を推進

次世代産業創造プロジェクトの強化の方向性
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